
令和５年度第１回安来市総合教育会議次第

開催日：令和５年６月２２日（木）

１５時３０分～

会 場：安来庁舎３０１会議室

１ 市長あいさつ

２ 議 題

（１）令和５年度における人口対策予算と切川バイパス沿線のまちづくりについて

・新たな雇用創出と定住に向けた取り組み（サテライトオフィス関連事業）

【資料１】

・切川バイパス沿線のまちづくり 【資料２】

（２）安来市立小中学校適正配置について 【資料３～９】

３ その他
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令和５年度における人口対策予算と切川バイパス沿線のまちづくりについて

新たな雇用創出と定住に向けた取り組み（サテライトオフィス関連事業）

やすぎ暮らし推進課

【令和５年度当初予算の概要 抜粋】

「次の世代につなげる安来市づくり」の実践

これまでの２年間の改革の成果を活かし、各種施策を力強く前進させる。

将来のまちづくりに向けたオールやすぎの取り組み

・人口対策

・住民サービス向上（デジタル化推進）

・公共施設マネジメント

スピード感を持って決断、実行する「市政運営」

人口対策予算 337,473 千円

① まち・ひと・しごと創生総合戦略改訂（デジ田反映）【拡充】・・・ 550 千円

② 高校魅力化推進事業【拡充】・・・・・・・・・・・・・・・・・7,627 千円

③ 下宿高校生支援事業【継続】・・・・・・・・・・・・・・・・・8,350 千円

④ 定住サポートセンター事業【拡充】・・・・・・・・・・・・・ 34,172 千円

⑤ 特定地域づくり事業推進交付金【継続】・・・・・・・・・・・ 13,880 千円

⑥ 中山間地域空き家活用推進モデル事業費補助金【継続】・・・・ 10,419 千円

⑦ 担い手経営発展支援事業費補助金【拡充】・・・・・・・・・・ 26,313 千円

⑧ ハウス等整備支援事業費補助金【継続】・・・・・・・・・・・ 48,890 千円

⑨ 地域おこし協力隊事業【継続】・・・・・・・・・・・・・・・ 18,352 千円

⑩ つながり創出による市内就職促進事業【新規】・・・・・・・・・4,176 千円

⑪ 企業立地推進事業（サテライトオフィス補助金）【新規】・・・・98,000 千円

⑫ お試しサテライトオフィス事業【新規】・・・・・・・・・・・・3,444 千円

⑬ 企業立地雇用促進事業【拡充】・・・・・・・・・・・・・・・ 63,300 千円

資料１
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・企業の本社から離れた場所に設置する小規模のオフィス

（１）サテライトオフィス等整備補助金

・空き家や空き店舗をサテライトオフィスに改装する所有者に対し、補助金を交付

・補助率１／２（補助上限額３００万円）

（２）サテライトオフィスの整備・運営補助金

・複数の企業が入居できるサテライトオフィ

ス等を整備する民間事業者に対して、施設

整備や開設経費の一部を支援

・補助率３／４（補助上限額９，０００万円）

イメージ（改装前） （改装後）

イメージ

●サテライトオフィス等企業進出支援金

・入居企業に対し、支援金を交付

・支援金 １社あたり１００万円

●お試しサテライトオフィスの設置

・補助金を活用して整備したサテラ

イトオフィスを市で借上げ、市に

進出を検討している企業に貸出し

・期間：１日～１年程度

・料金：１時間１００円程度

＜企業のメリット＞

・経営コストの削減と生産性の向上

・地方の優秀な人材の採用、新規顧客の獲得

・災害時のリスク配分 等々

＜市のメリット＞

・新たな産業、企業の進出を誘発

・新卒者や女性、ＵＩターン者の雇用の受皿

・遊休施設や空き家等の活用 等々

■サテライトオフィスとは

空き家・空き店舗 サテライトオフィス
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安来市立小中学校適正配置について

教育部教育総務課

１．現状について

小中学校適正配置の検討については、令和３年度に策定した基本方針に基づき、

基本計画の策定を進めている。

令和４年度に安来市小中学校適正配置審議会へ諮問し、令和５年８月の答申に基

づき、令和５年秋頃に基本計画を策定する予定である。

引き続き、関係課等と連携し、小中学校適正配置の検討を丁寧に進める考えであ

る。

２．答申に向けた適正配置の考え方について

資料３：答申に向けた適正配置の考え方

３．安来市小中学校適正配置審議会での検討状況について

資料４：安来市小中学校適正配置 検討資料（審議会案）

４．答申の骨子(案）について

資料５：答申 骨子(案）

５．安来市内小中学校における学級数の状況について

資料６：安来市内小中学校 学級数の状況

６．審議会及び意見交換会での意見について

資料７：審議会及び意見交換会での意見（抜粋）

７．今後のスケジュールについて

資料８：今後の進め方（案）

８月 小中学校適正配置審議会から答申

９月 小中学校適正配置基本計画（案）の策定

９月～１１月 パブリックコメント、地域説明会の開催

１１月 小中学校適正配置基本計画の完成

１２月 小中学校適正配置基本計画の説明（全員協議会）

８．その他

資料９：義務教育学校について
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答申に向けた適正配置の考え方

1．答申の前提

(1)「適正配置基本計画」の最終年は、令和 17 年度(2035 年)とする

(2)「適正配置基本方針」の視点１～４を一体的に捉える

(3)地域・学校の実態及び住民・関係者の意見を十分に踏まえた上で決定する

(4)答申における再編案（学校の枠組み）は、１案とし複数案の提示は行わない

２．適正規模・適正配置の検討に対する基本的考え方

(1)検討の対象は、小中学校 22 校とする

(2)適正規模・配置については、「基本方針」を前提とする。ただし、地域性を考慮して柔

軟に検討する

(3)地域的まとまりを重視するため、基本的には、現行の校区単位で検討する

(4)児童・生徒数の平準化を目的としない

(5)小中一貫教育を導入した場合であっても、義務教育学校は設置しない

３．検討する事項

○決定する事項

(1)基本方針に基づき、学校配置の枠組みを決定する

○決定にあたり考慮する事項

(1)地理的要件・地域的つながりを考慮し、学校の配置を検討する

(2)施設整備について検討する

(3)再編に向かう優先順位について検討する

(4)再編の時期を検討する

４．その他

(1)校区調整（行政区との不一致）が必要な場合は、個別に検討する

資料３
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安来市小中学校適正配置 検討資料（審議会案）

○小学校（Ｒ11 の児童数は出生数による見込み、Ｒ17 の児童数は推計による見込みを表示）

○中学校（生徒数は出生数による見込みを表示）

○直近及び当面のスケジュール

・3月 22 日(水) 第 9 回安来市小中学校適正配置審議会

・4月 18 日(火) 赤屋小学校校区 小中学校適正配置意見交換会 ※審議会主催

・4月 25 日(火) 布部小学校校区 小中学校適正配置意見交換会 ※審議会主催

・4月 28 日(金) 第 10 回安来市小中学校適正配置審議会

・6月 16 日(金)～6 月 17 日(土) 小中学校適正配置意見交換会（市内 3カ所）

※審議会主催

・6月 22 日(木) 定例教育委員会及び総合教育会議

・7月 7日(金) 第 11 回安来市小中学校適正配置審議会

・8月上旬 第 12 回安来市小中学校適正配置審議会

学校名
児童数(人)

地域性
校舎老

朽化度

Ａ案 Ｂ案 Ｃ案
審議会案

Ｒ5 Ｒ11 Ｒ17 存続重視 地域重視 規模重視

十神小学校 348 351 276 平地 Ｂ 十神 十神 十神 十神

社日小学校 168 127 102 平地 Ｂ 社日 社日 社日 社日

島田小学校 159 132 102 中間 Ｂ 島田 島田 島田 島田

宇賀荘小学校 44 38 30 中間 Ｂ 宇賀荘 宇賀荘

(再編) 再編南小学校 56 52 30 中間 Ｃ 南 南

能義小学校 60 53 36 中間 Ｂ 能義 能義

飯梨小学校 28 44 30 中間 Ｃ 飯梨
(再編) (再編) 再編

荒島小学校 164 113 90 中間 Ｃ 荒島

赤江小学校 234 150 102 平地 Ｃ 赤江 赤江 赤江 赤江

広瀬小学校 198 102 78 中間 Ｃ 広瀬

(再編)
(再編)

再編山佐小学校 11 12 6 山間 Ｃ 山佐

布部小学校 14 11 6 山間 Ｃ 布部

比田小学校 23 19 12 山間 Ｂ 比田 比田 比田

安田小学校 74 50 36 中間 Ｃ 安田 安田

(再編) 再編
母里小学校 65 49 30 中間 Ｃ 母里

(再編)井尻小学校 17 10 6 山間 Ｂ 井尻

赤屋小学校 26 22 18 山間 Ｃ 赤屋

学校名
生徒数(人)

地域性
校舎老

朽化度

Ａ案 Ｂ案 Ｃ案
審議会案

Ｒ5 Ｒ11 Ｒ17 存続重視 地域重視 規模重視

第一中学校 446 431 309 平地 Ａ 一中 一中 一中 一中

第三中学校 154 128 86 中間 Ｃ 三中
(新設)

三中 三中

第二中学校 81 86 63 中間 Ｃ 二中
(新設) 新設

伯太中学校 119 99 56 中山間 Ｂ 伯太中 伯太中

広瀬中学校 145 128 60 中山間 Ｂ 広瀬中 広瀬中 広瀬中 広瀬中

資料４
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答申 骨子(案）

はじめに

目次

１．基本計画策定の主旨及び目的

２．市内小中学校の現状と課題

（１）安来市の人口推計及び人口動態について

（２）市内小中学校の児童生徒数の現状について

（３）学力調査及び意識調査結果について

（４）アンケート調査結果について（各地区説明会より）

（５）小規模校の良さと課題について

３．安来市が目指す教育について

４．基本方針に基づく考え方について

（１）令和の時代を生きる子どもの「育ち」「学び」について

（２）学校と地域との連携・協働について

（３）学校施設の整備・管理について

（４）安来市の実態に応じた規模・配置について

５．小中学校の適正規模・適正配置の基本的な考え方について

（１）計画期間について

（２）実態に応じた規模・配置について

（３）検討の前提条件について

６．学校再編の具体的な枠組みについて

（１）具体的な再編案について

（２）個別の枠組みの検討について

７．今後の進め方について

（１）今後のスケジュールについて

８．附帯意見

（１） （審議会にて検討された事項、説明会等での意見）

（２） 〃

〃 〃

９．資料

資料１ （審議会等に提出した資料等）

資料２ 〃

〃 〃

資料５
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○安来市内小中学校　学級数の状況

～～小学校～～ （上段：学級数、下段：児童数）

区域 学校名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計

2 2 2 2 2 2 12

46 46 46 46 46 46 276

1 1 1 1 1 1 6

17 17 17 17 17 17 102

1 1 1 1 1 1 6

17 17 17 17 17 17 102

1 1 4

5 5 5 5 5 5 30

1 1 4

5 5 5 5 5 5 30

1 1 4

6 6 6 6 6 6 36

1 1 4

5 5 5 5 5 5 30

1 1 1 1 1 1 6

15 15 15 15 15 15 90

1 1 1 1 1 1 6

17 17 17 17 17 17 102

1 1 1 1 1 1 6

13 13 13 13 13 13 78

3

2 2 2 2 2 2 12

3

1 1 1 1 1 1 6

3

1 1 1 1 1 1 6

1 1 4

6 6 6 6 6 6 36

1 1 4

5 5 5 5 5 5 30

3

1 1 1 1 1 1 6

3

3 3 3 3 3 3 18

13 13 8 7 8 7 56

25

165 165 165 165 165 165 990

～～中学校～～ （上段：学級数、下段：生徒数）

区域 学校名 １年 ２年 ３年 計

3 3 4 10

94 100 115 309

1 1 1 3

11 21 31 63

1 1 1 3

31 22 33 86

1 1 1 3

12 18 30 60

1 1 1 3

16 23 17 56

7 7 8 22 総学級数 103

164 184 226 574 総生徒数 1,564

（令和17年度）

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1 1

1 1 1

1 1 1

1 1

1 1

1 1 1

1 1 1

5 10 10

十神小

社日小

島田小

宇賀荘小

南小

能義小

飯梨小

荒島小

赤江小

広瀬小

比田小

山佐小

布部小

安田小

母里小

井尻小

赤屋小

小学校計

安
来

安来一中

安来二中

安来三中

広
瀬

広瀬中

伯
太

伯太中

中学校計

安
来

広
瀬

伯
太

特別支援学級の児童、生徒

は各学年に含める。

2,564
2,340

2,157
1,921

1,689
1,335

990
1,282 1,207 1,092 1,052

945 872
574

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成１５年 平成２０年 平成２５年 平成３０年 令和５年 令和１１年 令和１７年

小学校 中学校

実績 推計

児童生徒数の推移(見込み）

＜推計の算定条件＞

*社会増減は含まない

*全児童生徒を各学年に含める

*R13までは島根県児童数及び標準学級数調べ（R５.5.31現在）の数値による

*R14からはR13の数値が横ばいに推移するもとのして推計する

令和17年度（2035年度）における学級数（見込み）

*審議会案に基づき編成した場合の学級数の見込み

*複式学級が編成される基準（島根県）

　以下の基準に該当した場合に複式学級が編成される
　・１，２年生の合計　　８名以下

　・３．４年生の合計　１６名以下

　・５，６年生の合計　１６名以下

(小学校）

(中学校）

3 ４～５ 6 3 ６～９ 11
学級数(通常学級） 学級数(通常学級）

７～１１ 12 13～18 4 5 10 12～１８

安田小
母里小

井尻小
赤屋小

能義小
南小

宇賀荘小

赤江小

社日小

島田小

荒島小
飯梨小

三中

比田小
広瀬小
布部小

山佐小
十神小 広瀬中

二中
伯太中

一中

資料６
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審議会及び意見交換会での意見（抜粋）

○第９回安来市小中学校適正配置審議会（3月 22 日(水)開催）

・宇賀荘小、南小、能義小について、統合を希望する声が多数あることに配慮し、会長私

案では存続と再編を併記している。

・飯梨小、荒島小について、再編とした理由は、飯梨小の小規模化がかなり進むと考えら

れるためである。併せて、再編はしないという選択肢も残し、また、飯梨小は、荒島小

以外の学校と再編する選択肢もある。

・広瀬小、山佐小、布部小は再編としながらも、布部小については、地域から存続の要望

もあり、再編しない可能性を残している。

・安田小、母里小、井尻小、赤屋小については４校で再編としながらも、赤屋小は距離を

考慮し、再編しない可能性を残している。

・二中、伯太中を再編する案は、これまでも地域的なつながりや学校間の交流がされて

きており抵抗感が少ないと考える。

・基本計画策定後、実現するには長い時間を要することが想定される。その間にやむを

得ず見直しが必要となる状況となったときの対応も考えておく必要がある。

・小学校は急激な児童数の減少が予測されるが、学級数によっては、教職員の人数も減

っていくことが考えられ心配である。

・三中は国道沿線エリアの中で生徒数の減少が著しい。山間部だけでなく、沿岸部も減

少していくエリアがあることを認識する必要がある。

○赤屋小学校校区 小中学校適正配置意見交換（4月 18 日(火)開催）

・赤屋小は合併してほしい。子どもには多くの児童の中で育ってほしい。中学校に入学

するときに大勢の中に入るのは勇気が必要となる。

・再編する場合は、伯太地区の 4小学校の足並みをそろえてほしい。

・小学校がなくなったらよりへき地になる。

・小さくてもよい教育ができている。通学が大変であり、是非残してほしい。

・子どもファースト、若い保護者ファーストで考えるべきである。

・今後保護者になる人の意見を尊重してほしい。

・もっと早くから議論すべきであり、これは我々世代の責任である。学校を残すことで

子ども、保護者を犠牲にしてはいけない。

資料７
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○布部小学校校区 小中学校適正配置意見交換（4月 25 日(火)開催）

・小学校は地域に当たり前にあるべき。ただし、子どもや保護者の気持ちを最優先に考

えた方が良い。

・学校がなくなると地域に戻ってくる人がいない。地域がどうしていくかも同時に考え

てほしい。

・様々な考えがあり迷っているが、結論として再編を望む。

子どもたちには、集団生活で学んで切磋琢磨して強い子どもに育ってほしい。

・地域が寂しくなる一方で、学校はある程度人数がいた方がよい。規模が小さいと保護

者の負担も大きいので、地域で協力できることがあれば協力したい。

・ある程度の規模の学校に通わせるのが、親や地域の務めだと考える。

・学校は残してほしい、どうしたら学校が残るか。

・「生きる力」をどうとらえるか考える必要がある。これからは世界を見て、何を活かし

ていくかを考えられるような子どもを育てる必要がある。

そうすると小さすぎる学校を残すことは困難ではないか。自治会を含め、地域全体で考

えていく必要がある。

○第１０回安来市小中学校適正配置審議会（4月 28 日(金)開催）

・意見交換会に行き、実際に住んでいる方にとって大切な問題で難しいと感じたが、赤

屋小においては再編案がよいと感じた。

・比田小が存続となり、統合しないという選択をしても、未来があると感じてほしい。

・三中については規模が小さくなるという事実と校舎が最も老朽化してるという問題が

ある。

・再編を繰り返すことがないよう考えていく必要がある。

・三中と一中が統合するという案については、基本方針に定められた規模にのみ基づき

再編されてしまう感がある。

・意見交換会での意見の中で、「残して欲しい」、「再編に賛成」という様々な意見が出て

いた。交流センターを核とした地域づくりがあるが、地域づくりについての提案をど

んどん出しながら、説明していかないと地域の考えがまとまらないと考える。
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小中学校
適正配置

基本計画策定

安来市
小中学校
適正配置
審議会

安来市
教育委員会

実
施
計
画
策
定

庁内検討会議

安来市
総合教育会議

・地区説明会の実施

・アンケート調査

・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの実施

諮
問

答
申

　令
和
４
年
度
～
５
年
度

令
和
６
年
度
～

地域の合意決定
(再編についての了解)

1～2年

準備会
(各学校･地域代表者)

統合時期・名称･校歌･
通学手段･各調整

2～３年

施設整備の検討
(教育委員会）

◆今後の進め方（案）◆ 資料８
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　◆義務教育学校の特色
① 9 年間の幅広い異年齢交流（豊かな人間性）
② 小中学校教員の協働による指導（学力向上と生徒指導の充実）
③ 9 年間を見通した教育目標の明確化、系統立った教育活動の実施
④ 地域と連携したふるさと教育などの特色ある教育活動の展開

　◆発達段階に応じた学年の区切り

1年 ２年 ３年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年４年

前期 中期 後期

（4・3・2制、5・4制、4・5制 等）

　◆準備
① 義務教育学校設立のための法的手続き
② 系統性・連続性を意識した学習指導計画の構築
③ 前期課程と後期課程の生活時程の調整や校務分掌の調整

資料９
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・1～9年生が同じ環境で学習するため，下学年の子どもには身近なロールモデルがおり、目標が
持ちやすくモチベーションの高まりや維持につながった。

･上級生にとっては、リーダーとしての振る舞いが問われることが多く、自然と行動に気を配るよう
になった。

・中学校の音楽や美術、家庭科などの担当教員が小学校の指導に当たることも可能。それにより
時間の余裕ができた小学校教員が中学校の授業に入り、学習の個別指導に対応することもでき
る。

・同じ学校にいる教員が小学校から中学校卒業までを継続して指導することで、1 人 1 人の生徒
を良く知っている教員がいて、生徒指導や生徒の相談を充実させることができる。

・小学校の教員も理科や英語、体育などで中学校教員の専門的なアドバイスを受けて授業の準
備をすることができる。

・小中学校の教員が一緒に授業の研究をしたり研修することで、それぞれの教育内容を共通理解
し、 小中の学習指導の継続性が高まる。

◆特色
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◆課題

・前期課程では、6年間で子どもを育てるというサイクルを変えていくことになる。今まで小学

校で当たり前とされていた行事等の見直しが必要であり、特に６年生の活躍の場が少なくな
る。

・会議時間が確保できない。後期課程は放課後部活動があるため、頻繁に会議をもてない。
昼間に時間割を調整し関係者の打ち合わせを行おうとしても、前期課程はほぼ時間が埋
まっているため集まれない。こまめなケース会や企画会等、打ち合わせの時間を調整する
ことが難しく、児童生徒への生徒指導において不安がある。

・前期課程（小学校）向け、後期課程（中学校）向け、別々に文書処理や提出物等があり、
単純に事務量が多くなり、子どもと向き合う時間を確保することが難しい。

・今後前期課程高学年の教科担任制を検討することになるが、教職員の配置が難しい。後
期課程の教職員が前期課程の授業を行うことになるが、現状では後期課程の教職員の負
担が大きく、子どもたちへの指導に影響が出ることが懸念される。

・義務教育学校という新たな組織を作り上げることが難しい。教職員は小学校、あるいは中
学校の教員という意識を捨て、子どもたちのために義務教育学校の理念を浸透させ、新た
な教職員集団にする必要がある。
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安来市総合教育会議設置要綱

（設置）

第１条 この告示は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号。

以下「法」という。）第１条の４第１項の規定に基づき、市長と教育委員会が円滑に意思疎通

を図り、本市教育の課題及び目指す姿等を共有しながら、同じ方向性のもと、連携して効果

的な教育行政を推進していくため、安来市総合教育会議（以下「総合教育会議」という｡）の

設置に関し必要な事項を定めるものとする。

（所掌事項）

第２条 総合教育会議は、次に掲げる事項について協議及び当該協議のための事務調整を行う

ものとする。

（１）教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱（以下「大綱」という。）の策

定に関すること。

（２）教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文化の振

興を図るため重点的に講ずべき施策に関すること。

（３）児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれがあ

ると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置に関すること。

（４）その他市長が必要と認めること。

（組織）

第３条 総合教育会議は、市長及び教育委員会で組織する。

（会議）

第４条 総合教育会議の会議は、市長が招集する。

２ 教育委員会は、その権限に属する事務について協議する必要があると思料するときは、市

長に対して協議すべき具体的事項を示し、会議の招集を求めることができる。

３ 会議の議長は、市長をもって充てる。

（関係者の出席）

第５条 総合教育会議は、第２条の協議等を行うに当たって必要があると認めるときは、関係

者又は識見を有する者の出席を求めて当該協議すべき事項に関して意見を聴くことができ

る。

（会議の公開）

第６条 会議は、公開とする。ただし、個人の秘密を保つため必要があると認めるとき、会議の

公正が害されるおそれのあると認めるとき又はその他公益上必要があると認めるときは、非

公開とすることができる。

（議事録の作成及び公表）

第７条 市長は、会議の終了後、遅滞なく議事録を作成し、これを公表する。

（庶務）

第８条 会議の庶務は、総務部総務課において処理する。

２ 会議に関する教育委員会事務局内での調整は、教育委員会教育総務課において行う。

（その他）

第９条 この告示に定めるもののほか総合教育会議に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。


